
・一般会計
・天辰第一地区土地区画整理事業特別会計
・天辰第二地区土地区画整理事業特別会計
・入来温泉場地区土地区画整理事業特別会計

・鹿児島県市町村総合事務組合

・鹿児島県後期高齢者医療広域連合

・薩摩川内市土地開発公社

・（公財）薩摩川内市民まちづくり公社
＊出資比率が50%以上の団体・法人

・水道事業などの公営企業会計
・一般会計等に含まれるものを除く特別会計
　（国民健康保険事業特別会計など）
※�公営企業会計の一部の会計は平成 32 年度決算から
連結予定

一 般 会 計 等
一部事務組合

連 結

主な変更点および効果

広 域 連 合

地 方 三 公 社

第三セクター

薩摩川内市全体

公 営 事 業 会 計

導入による効果 統一的な基準
（平成28年度決算以降）

事業別や施設別の行政コ
スト計算書の作成が可能

日々の取引データを期末時
点で一括して仕訳
（発生主義・複式簿記の導入）

インフラ資産を含む市の
保有する全ての資産の一
元化が可能

固定資産台帳の整備が必須

全国で整備が進めば、自
治体間の比較が可能 （全国）統一的な基準で作成

総務省改訂モデル
（平成27年度決算以前）

地方財政状況調査という統
計データを活用し簡便的に
仕訳

市の保有する土地、建物、
道路、橋りょうなどを台帳
化した固定資産台帳の整備
は任意（本市は未整備）

作成基準が総務省方式改訂
モデル以外にも複数存在

平
成
28
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度
決
算
に
基
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の
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一
的
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よ
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財政状況の公表

借　方 貸　方

資産
（現在保有している資産）

負債
（将来負担する部分）
＊返済の義務あり

�・固定資産
�・基金
�・貸付金
�・資金（現金・預金）
　　　　　　　　　など

�・地方債
�・退職手当引当金　など

純資産
（過去・現役世代の負担）
＊返済の義務なし

・国県等補助金　など

前年度末現金預金残高（＝前年度からの繰越金）（Ａ）

資金収支額（Ｂ）��
＊�収入と支出の
差額で、��単年
度に増減した
現金

業務活動収支
（人件費や物件費など、
経常的な行政活動のための収支）

投資活動収支
（学校や道路など、
有形固定資産形成のための収支）

財務活動収支
（地方債の償還などに係る収支）

本年度末現金預金残高（＝翌年度への繰越金）（Ａ）+（Ｂ）

前年度末純資産残高
　・純行政コスト
　・財源（税収等・国県等補助金）
　・固定資産などの変動
　・資産評価差額　など

本年度末純資産残高

経常費用①
（行政サービスに伴い発生したコスト）

　・業務費用（人件費、物件費、支払利息など）
　・移転費用
　���（補助金、社会保障給付、他会計への繰出金など）

経常収益②
（行政サービスの対価として得られた収入）

　・使用料、手数料など
臨時損失③

　・災害復旧費事業費など
臨時利益④

　・資産売却益など
純行政コスト（＝純粋なコスト）
（②－①）＋（④－③）

　年度末において、市がどれほ
どの財産（資産）を保有している
か、また、その財産をどのよう
な財源（負債・純資産）で賄って
きたかを表したものです。
　左右の釣り合い（バランス）が
取れている表であるため｢バラン
スシート｣とも呼ばれています。

　一会計期間における行政活動のう
ち、資産形成につながらない人件費
や社会保障などの行政サービスに係
る経費（経常費用）と、その行政サー
ビスの直接の対価として得られた施
設使用料などの財源（経常収益）を対
比させたものです。
　民間での損益計算書に当たります。

　一会計期間における資金の流
れを示しており、収支の性質に
応じて３つに区分し、どのよう
な活動に資金が必要とされ、ど
のように賄われたかを表したも
のです。

　貸借対照表の純資産の部に計
上されているものが、一会計期間
においてどのように変動したのか
を示すものです。純資産とは、資
産形成の財源として過去世代の
負担や国・県の負担で将来返済
する必要のないものをいいます。

行政コスト計算書（≒損益計算書）

資金収支計算書（≒キャッシュフロー計算書）

純資産変動計算書

４つの表で何が分かるの？

貸借対照表
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借　方 貸　方
資産の部 負債の部

固定資産 2,182.8 億円 固定負債 490.6 億円
有形固定資産 2,061.9 億円 地方債 389.2 億円
事業用資産 1,210.3 億円 長期未払金 21.6 億円
インフラ資産 839.6 億円 退職手当引当金など 79.8 億円
物品 12.0 億円 流動負債 74.4 億円

無形固定資産 0.2 億円 １年以内償還予定地方債 63.3 億円
投資その他の資産 120.7 億円 賞与等引当金 6.0 億円
基金 92.8 億円 未払費用など 5.1 億円
出資金など 27.9 億円 負債合計 565.0 億円

流動資産 153.1 億円 純資産の部
現金預金 26.8 億円 固定資産等形成分 2,307.6 億円
基金（財政調整基金など） 124.8 億円 余剰分（不足分） △�536.7 億円
未収金など 1.5 億円 純資産合計 1,770.9 億円

資産合計 2,335.9 億円 負債・純資産合計 2,335.9 億円

経常費用（Ａ） 479.3 億円
業務費用 259.3 億円
人件費（職員給与費など） 87.2 億円
物件費等（物件費、減価償却費など） 165.6 億円
その他の業務費用（支払利息など） 6.5 億円

移転費用 220.0 億円
補助金等 77.5 億円
社会保障給付 109.2 億円
他会計への繰出金 30.2 億円
その他（補償金など） 3.1 億円

経常収益（Ｂ） 25.1 億円
使用料及び手数料 8.6 億円
その他（財産貸付収入など） 16.5 億円

純経常行政コスト（Ｂ）－（Ａ） △�454.2 億円
　　臨時損失（災害復旧事業費） 4.0 億円
純行政コスト △�458.2 億円

前年度末現金預金残高 31.1 億円
業務活動収支（収入－支出）① 88.8 億円
支出（物件費、社会保障給付など） 389.9 億円
収入（市税、国県等補助金など） 478.7 億円

　　　　投資活動収支（収入－支出）② △�56.6 億円
支出（公共施設等整備費支出など） 89.1 億円
収入（基金取崩など） 32.5 億円

　　　　財務活動収支（収入－支出）③ △ 36.5 億円
支出（地方債償還） 66.2 億円
収入（地方債発行） 29.7 億円

　　　　本年度資金収支額（①+② +③） △ 4.3 億円
本年度末現金預金残高 26.8 億円

＊平成 29 年 3月 31 日現在人口：96,426 人で算定
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純資産
184 万円

経常費用
50万円

経常収益3万円

純経常行政コスト
47万円

前年度末純資産残高（平成 27年度末残高） 1,782.6 億円
　　　　純行政コスト �△ 458.2 億円
　　　　財源（税収等、国県等補助金） 467.2 億円
　　　　本年度差額 9.0 億円
　　　　無償所管替等 △�20.7 億円
　　　　本年度純資産変動額 △�11.7 億円
本年度末純資産残高（平成 28年度末残高） 1,770.9 億円
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行政コスト計算書

資金収支計算書

純資産変動計算書

貸借対照表 行政コスト計算書
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一般会計等
財務書類

市民1人当たりで
は？

平成28年度決算

4広報薩摩川内　2018.6.10

財政状況の公表

借　方 貸　方
資産の部 負債の部

固定資産 2,355.4 億円 固定負債 566.4 億円
有形固定資産 2,236.8 億円 地方債等 434.9 億円
事業用資産 1,218.0 億円 長期未払金 21.7 億円
インフラ資産 1,005.2 億円 退職手当引当金など 109.8 億円
物品 13.6 億円 流動負債 80.9 億円

無形固定資産 0.3 億円 １年以内償還予定地方債等 67.5 億円
投資その他の資産 118.3 億円 賞与等引当金 6.5 億円
基金 99.7 億円 未払費用など 6.9 億円
出資金など 18.6 億円 負債合計 647.3 億円

流動資産 183.5 億円 純資産の部
現金預金 52.3 億円 固定資産等形成分 2,480.3 億円
基金（財政調整基金など） 124.8 億円 余剰分（不足分） △�588.7 億円
未収金など 6.4 億円 純資産合計 1,891.6 億円

資産合計 2,538.9 億円 負債・純資産合計 2,538.9 億円

＊平成 29 年 3月 31 日現在人口：96,426 人で算定
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前年度末現金預金残高 53.6 億円
業務活動収支（収入－支出）① 112.9 億円
支出（物件費、社会保障給付など） 772.4 億円
収入（市税、国県等補助金など） 885.3 億円

　　　　投資活動収支（収入－支出）② △�89.0 億円
支出（公共施設等整備費支出など） 164.2 億円
収入（基金取崩など） 75.2 億円

　　　　財務活動収支（収入－支出）③ △�25.2 億円
支出（地方債償還） 68.8 億円
収入（地方債発行など） 43.6 億円

　　　　本年度資金収支額（①+② +③） △�1.3 億円
本年度末現金預金残高 52.3 億円

前年度末純資産残高（平成 27年度末残高） 1,882.3 億円
　　　　純行政コスト △�814.2 億円
　　　　財源（税収等、国県等補助金） 828.4 億円
　　　　本年度差額 14.2 億円
　　　　無償所管替等 △�4.9 億円
　　　　本年度純資産変動額 9.3 億円
本年度末純資産残高（平成 28年度末残高） 1,891.6 億円

資産
263 万円

負債
67 万円
純資産
196 万円

経常費用
90万円

経常収益6万円

純経常行政コスト
84万円
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連結貸借対照表

連結資金収支計算書

連結純資産変動計算書

連結貸借対照表 連結行政コスト計算書

薩摩川内市の
連結財務
書類

市民1人当たりで
は？

経常費用（Ａ） 863.2 億円
業務費用 304.5 億円
人件費（職員給与費など） 98.0 億円
物件費等（物件費、減価償却費など） 193.2 億円
その他の業務費用（支払利息など） 13.3 億円

移転費用 558.7 億円
補助金等 301.1 億円
社会保障給付 254.5 億円
その他（補償金など） 3.1 億円

経常収益（Ｂ） 53.1 億円
使用料及び手数料 24.2 億円
その他（財産貸付収入など） 28.9 億円

純経常行政コスト（Ｂ）－（Ａ） △�810.1 億円
　　臨時損失（災害復旧事業費など） 4.1 億円
純行政コスト △�814.2 億円

連結行政コスト計算書

平成28年度決算

5 2018.6.10　広報さつませんだい



借　方 貸　方
資産の部 負債の部

固定資産 2,182.8 億円 固定負債 490.6 億円
有形固定資産 2,061.9 億円 地方債 389.2 億円
事業用資産 1,210.3 億円 長期未払金 21.6 億円
インフラ資産 839.6 億円 退職手当引当金など 79.8 億円
物品 12.0 億円 流動負債 74.4 億円

無形固定資産 0.2 億円 １年以内償還予定地方債 63.3 億円
投資その他の資産 120.7 億円 賞与等引当金 6.0 億円
基金 92.8 億円 未払費用など 5.1 億円
出資金など 27.9 億円 負債合計 565.0 億円

流動資産 153.1 億円 純資産の部
現金預金 26.8 億円 固定資産等形成分 2,307.6 億円
基金（財政調整基金など） 124.8 億円 余剰分（不足分） △�536.7 億円
未収金など 1.5 億円 純資産合計 1,770.9 億円

資産合計 2,335.9 億円 負債・純資産合計 2,335.9 億円

経常費用（Ａ） 479.3 億円
業務費用 259.3 億円
人件費（職員給与費など） 87.2 億円
物件費等（物件費、減価償却費など） 165.6 億円
その他の業務費用（支払利息など） 6.5 億円

移転費用 220.0 億円
補助金等 77.5 億円
社会保障給付 109.2 億円
他会計への繰出金 30.2 億円
その他（補償金など） 3.1 億円

経常収益（Ｂ） 25.1 億円
使用料及び手数料 8.6 億円
その他（財産貸付収入など） 16.5 億円

純経常行政コスト（Ｂ）－（Ａ） △�454.2 億円
　　臨時損失（災害復旧事業費） 4.0 億円
純行政コスト △�458.2 億円

前年度末現金預金残高 31.1 億円
業務活動収支（収入－支出）① 88.8 億円
支出（物件費、社会保障給付など） 389.9 億円
収入（市税、国県等補助金など） 478.7 億円

　　　　投資活動収支（収入－支出）② △�56.6 億円
支出（公共施設等整備費支出など） 89.1 億円
収入（基金取崩など） 32.5 億円

　　　　財務活動収支（収入－支出）③ △ 36.5 億円
支出（地方債償還） 66.2 億円
収入（地方債発行） 29.7 億円

　　　　本年度資金収支額（①+② +③） △ 4.3 億円
本年度末現金預金残高 26.8 億円

＊平成 29 年 3月 31 日現在人口：96,426 人で算定
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純経常行政コスト
47万円

前年度末純資産残高（平成 27年度末残高） 1,782.6 億円
　　　　純行政コスト �△ 458.2 億円
　　　　財源（税収等、国県等補助金） 467.2 億円
　　　　本年度差額 9.0 億円
　　　　無償所管替等 △�20.7 億円
　　　　本年度純資産変動額 △�11.7 億円
本年度末純資産残高（平成 28年度末残高） 1,770.9 億円
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貸借対照表 行政コスト計算書
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薩摩川内市の
一般会計等
財務書類

市民1人当たりで
は？

平成28年度決算

4広報薩摩川内　2018.6.10

財政状況の公表

借　方 貸　方
資産の部 負債の部

固定資産 2,355.4 億円 固定負債 566.4 億円
有形固定資産 2,236.8 億円 地方債等 434.9 億円
事業用資産 1,218.0 億円 長期未払金 21.7 億円
インフラ資産 1,005.2 億円 退職手当引当金など 109.8 億円
物品 13.6 億円 流動負債 80.9 億円

無形固定資産 0.3 億円 １年以内償還予定地方債等 67.5 億円
投資その他の資産 118.3 億円 賞与等引当金 6.5 億円
基金 99.7 億円 未払費用など 6.9 億円
出資金など 18.6 億円 負債合計 647.3 億円

流動資産 183.5 億円 純資産の部
現金預金 52.3 億円 固定資産等形成分 2,480.3 億円
基金（財政調整基金など） 124.8 億円 余剰分（不足分） △�588.7 億円
未収金など 6.4 億円 純資産合計 1,891.6 億円

資産合計 2,538.9 億円 負債・純資産合計 2,538.9 億円

＊平成 29 年 3月 31 日現在人口：96,426 人で算定
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前年度末現金預金残高 53.6 億円
業務活動収支（収入－支出）① 112.9 億円
支出（物件費、社会保障給付など） 772.4 億円
収入（市税、国県等補助金など） 885.3 億円

　　　　投資活動収支（収入－支出）② △�89.0 億円
支出（公共施設等整備費支出など） 164.2 億円
収入（基金取崩など） 75.2 億円

　　　　財務活動収支（収入－支出）③ △�25.2 億円
支出（地方債償還） 68.8 億円
収入（地方債発行など） 43.6 億円

　　　　本年度資金収支額（①+② +③） △�1.3 億円
本年度末現金預金残高 52.3 億円

前年度末純資産残高（平成 27年度末残高） 1,882.3 億円
　　　　純行政コスト △�814.2 億円
　　　　財源（税収等、国県等補助金） 828.4 億円
　　　　本年度差額 14.2 億円
　　　　無償所管替等 △�4.9 億円
　　　　本年度純資産変動額 9.3 億円
本年度末純資産残高（平成 28年度末残高） 1,891.6 億円

資産
263 万円

負債
67 万円
純資産
196 万円

経常費用
90万円

経常収益6万円

純経常行政コスト
84万円

当
期
変
動
高

当

　期

　収

　支

連結貸借対照表

連結資金収支計算書

連結純資産変動計算書

連結貸借対照表 連結行政コスト計算書

薩摩川内市の
連結財務
書類

市民1人当たりで
は？

経常費用（Ａ） 863.2 億円
業務費用 304.5 億円
人件費（職員給与費など） 98.0 億円
物件費等（物件費、減価償却費など） 193.2 億円
その他の業務費用（支払利息など） 13.3 億円

移転費用 558.7 億円
補助金等 301.1 億円
社会保障給付 254.5 億円
その他（補償金など） 3.1 億円

経常収益（Ｂ） 53.1 億円
使用料及び手数料 24.2 億円
その他（財産貸付収入など） 28.9 億円

純経常行政コスト（Ｂ）－（Ａ） △�810.1 億円
　　臨時損失（災害復旧事業費など） 4.1 億円
純行政コスト △�814.2 億円

連結行政コスト計算書

平成28年度決算

5 2018.6.10　広報さつませんだい


